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１．研究成果の概要 

 

サブテーマ 2(1) 水稲、畑作物、野菜、果樹を対象とした気候変動影響予測と適応策の評価 

（研究代表者：細野達夫） 

 

可能な限り多くの作目・品目を対象にし、新規開発あるいは高度化した影響予測モデルを用い、サブテー

マ 2(2)および 2(3)と同じ NARO2017 を軸とするプロジェクト全体の共通気候シナリオのもとで、人口や土

地利用などの社会経済シナリオは現状固定とした将来影響予測を行った。また各品目について適応オプショ

ンを整理し、実現性の高い適応策の効果を定量化した。 

 

（１）水稲および水稲害虫 

水稲では、生育収量予測モデルに CO2 施肥効果の温度依存性等を組み込んで改良し、NARO2017 を入力し

て、1981-2100 年までの毎年の水稲の収量および外観品質への影響を予測した。気候モデル MIROC-5（気温

上昇の予測が中庸）による RCP2.6および RCP8.5での今世紀中頃（2031～2050）の予測によると、平均収量

では、この期間でも気温上昇がやや大きい RCP8.5（図１-a1）の方が、RCP2.6（図１-a2）よりも若干多いよ

うに見える。これは RCP8.5 の方が、高 CO2 濃度による増収効果が反映されているためである。一方、品質

（白未熟粒発生率）に関しては、RCP8.5（図１-b2）の方が RCP2.6（図１-b1）よりも高くなっている。これ

は、圃場実験の結果から得られた高温と高 CO2 濃度の相互作用が反映されているためである。このように、

最新のモデルと従来のモデルによる結果を年代ごとにマップ化することで、予測された影響が大きく変化す

る地域や時期を明確にでき、自治体レベルで高温耐性品種の導入時期等、具体的な適応策の検討に役立てる

ことが可能となった。なおこれらの成果は、記者発表するとともに、分野横断的な適応策評価のためにテー

マ１にデータを提供した。今後は、例えば高温耐性品種による白未熟粒の低減（一等米比率の増加）による

農家収入増大や、災害発生による共済金支払いの増減等の経済的評価も行う。 

水稲害虫については、過去 50 年間の個体数データを解析し、2 種類の害虫について全国影響評価を行っ

て、今世紀半ば以降、害虫の個体数が増加することを示した。農林水産省「みどりの食料システム戦略」に

より 2050 年までに農薬使用量の半減が求められていることから、今後は薬剤抵抗性を踏まえた効率的な防

除法の検討が必要である。 
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（２）果樹・野菜 

果樹では、リンゴ適応品種「紅みのり」の温度処理試験により、3℃の温暖化に対応できること、高温条

件下のブドウ「巨峰」は植調剤処理により着色が改善すること等を明らかにした。さらにブドウ「巨峰」の

着色不良および低温障害の発生予測を行い、温暖化レベルの高い RCP8.5 の今世紀半ばでは着色不良が九州

から関東の沿岸地方で発生しやすくなることを明らかにするとともに、ウンシュウミカンの適応策（代替品

目）として、アボカドの栽培適地の将来予測を行った。このように、果樹は気温によって栽培できる地域が

限られるため、栽培適地が北上しつつあり、既存果樹の生産が難しくなる地域もある。一方、気候変動がも

たらす機会を活用した適応策として、より高温条件を好むアボカド等、亜熱帯果樹の導入が考えられる。ア

ボカド（品種：ベーコン）の栽培適地は今世紀半ばに西日本の一部沿岸域に広がり、さらに今世紀末には西

日本から東海にかけての広い地域で栽培が可能になると予測された。つまり国内での消費量は多いが、ほと

んど輸入に依存しているアボカドは近い将来、ウンシュウミカンの代替として地域経済を維持するだけでな

く、食料自給率向上への貢献も期待できる。 

野菜では、施設栽培果菜類の生育および生育障害、夏作ホウレンソウ生育への外部環境の影響について

調査を行って影響評価モデルを整備・改良するとともに、野菜類細菌病の発生と気象の関係に関する調査等

行った。そして、施設栽培トマトの施設内環境、収量および葉先枯れ病発生に関して、将来予測を試行した。 

 

（３）小麦・大豆 

小麦では、まず秋播性の高い品種で茎立期追肥が遅れると収量が低下すること等を明らかにし、モデル

での乾物の葉への分配比率の式を改良することで収量予測精度を向上させた。そして、地点影響予測により

将来の収量増減は地域・品種により異なることを明らかにするとともに、施肥、踏圧（麦踏み）および作期

移動の３種類の適応策のうち、作期移動の効果を評価した。現在の栽培条件（播種日、施肥量）では、温暖

化レベルの低い RCP2.6 において、つくば、津ともに品種にかかわらずやや減収傾向と予測された。一方、

温暖化レベルの高い RCP8.5 では地点、品種により影響の差が認められ、津の 2090 年代では 10％程度の減

収が予測された。この原因として、穂の発達する期間と登熟期間の短縮による粒重の低下が考えられた。ま

た播種期別の予測収量から、品種「さとのそら」では現在よりも播種期を約 20 日前倒しすれば現在と同等

の収量を確保できる可能性が示唆された。ただし、生育特性の異なる品種「あやひかり」では、播種期の前

倒しによる増収効果がみられなかった。今後、同様の予測を面的に実施することにより、地域毎の最適な播

種日を提示することが可能となる。加えて、現在開発中の施肥方法や踏圧の複数の適応策を組み合わせて効

果を評価し、地域の実情に応じた適応策を選択するための情報を提供する。 

このほか畑作物の大豆では、広域に適用可能な生育モデル作成のために東北から九州まで 5 地点で栽培

試験を行い、葉面積増加の基礎となる主茎節数の温度応答関数を確立した。モデル収量と実収量との相違に

ついての要因解明を進めた。また病虫害や土壌水分ストレスを考慮しないポテンシャル収量について、温暖

化レベルの高い RCP8.5シナリオでの今世紀末は、20世紀末と比較して北陸では変化が小さく、九州と東北

 
図１ NARO2017 の MIROC5/RCP2.6 および 8.5 シナリオを用いた今世紀半ば（2050 年頃）における 1km メッシ

ュ単位での(a1)(a2)コメの相対収量（％）および(b1)(b2)品質（白未熟粒発生率：％）の予測。それぞれ２枚

組の図のうち、(a1)(b1)は RCP2.6、(a2)(b2)は RCP8.5によるものを、それぞれ示す。 
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では 20%程度の増収となることを明らかにした。今後は、生育モデルの予測結果 (ポテンシャル収量の増加) 

と実際のダイズ栽培の状況 (収量停滞、大雨等による栽培放棄)のミスマッチを意識した解析が必要である。 

 

 

サブテーマ 2(2) 畜産を対象とした気候変動影響予測と適応策の評価（研究代表者：樋口浩二） 

 

これまで気候変動の影響予測について十分な検討の行われていなかった家畜種である泌乳牛、採卵鶏およ

び肥育後期豚を対象とした動物実験によるデータ収集（１）、ならびに既存のデータと影響予測モデルのあ

る育成牛、肉用鶏および肥育前期豚への温暖化影響評価の高度化（２）を行なった。その結果、（１）につ

いては、これまで十分な検討の行われていなかった畜種についての生産性低下予測モデルが構築されつつあ

り、引き続き飼育環境条件を調整した実験から、より精度の高いモデルの構築を図る。（２）については、

既往の解析方法を 1km×1km メッシュへと高解像度化を図り、さらに気候予測の不確実性を含めた評価を加

えた。今後、他テーマで開発されつつある解析・表現手法等を活用し、より分かりやすく説得力の高い解析

へと展開させたい。 

 

（１）新規影響予測対象の家畜のデータ収集 

 2020 年度と同様、畜種に応じて環境温度および湿度を設定し、飼養試験を実施してデータを蓄積した。

泌乳牛については環境温度に加え湿度と乳量の関係をプロットしたモデル、採卵鶏については環境温度と日

産卵量との関係をプロットしたモデル、肥育後期豚では環境温度と増体量の関係をプロットしたモデルを試

算した。 

その結果、まず泌乳牛では、2020 年度の飼養試験結果から乳量減少モデルを構築し、得られた推定値を

実測値と比較すると、比較的高い推定精度が得られた。採卵鶏の飼養実験では、環境温度が高くなるにつれ

て飼料摂取量、体重が減少し、産卵率および卵質（卵殻強度、卵殻厚、卵殻重量）が低下したことから、環

境温度と日産卵量（g/day）との関係の式を得た。またフィールド調査より、鶏舎の週最高温度と日産卵量

の関係および鶏舎の週平均温度と日産卵量の関係を、それぞれ得た。一方、肥育後期豚の実験において、環

境温度 30℃では、20℃と比較して呼吸数および直腸温の上昇がみられた。また飼料摂取量は 20℃と比較し

て約 27％減少し、日増体量は約 23％減少したが、飼料効率に変化はみられなかった。環境温度の上昇によ

り肥育後期豚の成長が遅延した。出荷体重を 115kg とすると、体重 70kg の豚が出荷までに要する期間は

20℃で約 41 日であるのに対し、30℃では約 53.5 日に延びると試算された。ここで、相対湿度 60％の場合

の環境温度と体重増加の低下割合の関係についての式を得た。 

 

（２）既存データの高度化 

育成牛、肉用鶏、肥育前期豚の既存モデルを用いて夏季の環境温度が体重増加に及ぼす影響の評価地図を

作製した。さらに同モデルについて、プロジェクトで指定されたシナリオ・モデル・評価時期に基づいて各

家畜の生産性への影響予測をシナリオ・年代・地域別に明らかにした。まず、暑熱の影響が顕著な７～９月

について育成牛、肉用鶏、肥育前期豚それぞれの影響評価地図を作製した。温暖化レベルの高い RCP8.5 シ

ナリオを用いた今世紀半ばの予測で、育成牛では、2021 年の現在から比べると 8 月において将来生産性低

下の範囲が広がっている。また 2030年と 2050年の比較で、7月に対して 8月では生産性低下の範囲が拡大

するほか、2030年から 2050年と年代が進むと範囲の変化ではなく生産性低下が大きくなり、さらに 9月で

は生産性低下の範囲が拡大するといった傾向がみられた。また、肉用鶏や肥育前期豚についてもほぼ同様の

傾向がみられた。 

影響予測の不確実性評価については、NARO2017 気候シナリオの地域平均値を用い、代表的な３地域につ

いて示した。５つの気候モデルより得られる日平均値の平均値を mea、最大値を max, 最小値を minとして

それぞれを温暖化レベルの高低（RCP8.5 と RCP2.6）と組み合わせてプロットした。育成牛について、北海

道・東北では max 値は全期間で生産性を低下させること、東北～近畿では max 値は全期間、RCP8.5mea は

2050および 2090年で生産性を低下させること、中国・九州では max値と mea 値は全期間、RCP2.6meaは 2090

年で生産性を低下させることが示された。肉用鶏について、北海道・東北では max値は全期間で生産性を低

下させること、東北～近畿では max 値は全期間、RCP8.5mea は 2090 年で生産性を低下させること、中国・

九州では max 値と mea値は全期間、RCP2.6meaは 2090 年で生産性を低下させることが示された。 
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サブテーマ 2(3) 林業を対象とした気候変動影響予測と適応策の評価（研究代表者：平田泰雅） 

 

気候変動下での成長量予測と山地災害リスク、経済性等を考慮に入れた適応策評価モデルを開発し、地域

に応じた最適な地域系統選択指針を示すため、共通気候シナリオ NARO2017 のもと、気候変動による人工林

の成長量への影響予測モデルと山地災害リスクの予測モデルの高度化を図った。また、人工林樹種の地域系

統ごとの環境適応幅を評価するため、気象要因（環境変数）と遺伝的変異データ、成長特性の関連を解析し

て、環境適応や成長量に関連する遺伝子を検出し、遺伝的変異の地理空間分布を元に地域系統の将来気候下

での遺伝的脆弱性を試算した。このほか海外の適応策関連の論文を収集して整理した結果、森林分野におけ

る適応策オプションは 3タイプに区分できることがわかった。 

 

（１）スギ人工林の成長量への影響評価 

スギ人工林の成長量に対する気候変動影響を評価するため、影響予測モデルを高度化し、共通気候シナリ

オを入力して、スギ林の成長量への影響は地域によって異なることを明らかにした。まず気候変動によるス

ギ林の成長量への影響を評価するため、全国モデルの高度化と地域モデルの開発を行い、NARO2017 共通気

候シナリオにより影響を予測した。温暖化レベルの低い RCP2.6 による将来気候下でのスギ林の純一次生産

量は、東日本では概ね現在より増加するが、西日本では減少する地域があると試算された（図２）。ただし、

西日本で予測された生産力低下の程度は限定的で林業経営に対する影響も小さいこと、また東日本の多くの

地域では生産力が増加する可能性が高いことが示された。一方、地域スケールでは、航空機 LiDAR、森林

GIS(林齢等)、環境情報(気候や地形等)からなるビッグデータを活用し、生産性の指標となるスギ人工林の

樹冠高成長について機械学習モデルを用いて高解像度で予測する手法を開発した。対象となる地域内のスギ

成長についての定量的かつ空間的評価は、将来の生産性を考慮した最適な森林管理を可能にし、森林資源の

持続的な利用につながるものである。 

 

（２）山地災害リスクの影響予測モデルの高度化 

 
図２ スギの 80 年生林分における純一次生産量の現在(2000 年代)から将来(2090 年代)への変化量の

予測(MIROC5, RCP2.6 による試算)*スギ林の純一次生産量は、東日本ではおおむね増加すると予測された

が、西日本では減少すると予測される地域もみられた。 
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山地災害リスクに対する気候変動影響を評価するため、影響予測モデルを高度化し、共通気候シナリオを

入力して、山地災害の発生リスクは気候シナリオ毎に異なることを明らにした。また次に、山地災害リスク

の予測モデルを高度化するため、大規模な山地災害発生時の降雨パターンを比較した結果、100年に一度の

確率の降雨強度に達する際に災害発生リスクが高いことがわかった（図３）。ここで、共通シナリオに基づ

く将来の予測降雨量とその地域の 100 年に一度の強さの雨と比較したところ、山地災害リスクの高い降雨

が発生する頻度や年がシナリオ毎に異なり、開発したモデルによって気候シナリオに応じた山地災害リスク

の影響予測が可能であることが明らかになった。この成果は、土砂災害が発生する危険性が高い降雨の判定

に役立つことから、住民の安全な避難計画の策定に貢献することが期待される。 

 

（３）地域系統ごとの環境適応幅の評価 

遺伝的変異情報と環境変数及び産地試験地での成長データとの関連解析により、スギの環境適応に関わる

可能性のある約 300 遺伝子、成長量に関わる可能性のある約 30 遺伝子を検出した。温暖化レベルの高い

RCP8.5 シナリオによる将来気候下では、オモテ、ウラの地域系統の分布境界付近の内陸において、その地

域に生息しているスギの持つ遺伝子の組み合わせが、予測されている気候の変動に適応できない可能性があ

るという遺伝的脆弱性が増加し、四国、九州の高標高域、日本海側の低地においても適応度が低下すること

を明らかにした。 

 

 

サブテーマ 2(4) 産業を対象とした気候変動影響予測と適応策の評価（研究代表者：木所英昭） 

 

日本海底びき網漁場における主要漁獲対象種の分布重心の経年変化を解析しその要因を示すとともに、漁

区別の水温データセットを整備して底魚類の気候変動による分布の変化をまとめた。また養殖場への影響解

析として、三陸のワカメ養殖場に栄養塩類、水温の観測機器を設置し、沖合の水塊構造とワカメ養殖場への

栄養塩供給に係る影響評価モデル作成のためのデータを取得したほか、瀬戸内海におけるワカメの水温と成

長速度に関する既存知見を整理して従来品種と高温耐性品種の水温特性を明らかにし、ワカメの成長モデル

の作成を進めた。さらにサンマを事例とし、気候変動が産業としての日本の水産におよぼす影響評価を国内

の供給／需要比の変化を元に行った。 

 
図３ １時間当たりの平均雨量の変化と土砂災害の発生タイミングの関係 
* 調査した事例ではいずれも、１時間当たりの平均雨量を示す水色線が、その地域における 100 年に一度の確率で発生する雨量

を示す赤線と交差する周辺で、土砂災害が発生していたことがわかった。つまり、１時間当たりの平均雨量が 100 年に一度の値

に達する前後の時刻で、土砂災害が発生する危険性が高まる。事例間で比較するために、横軸は 72 時間雨量が最大値に達した

時刻から遡って 3 日間（72 時間）の期間を示している。そのため、平成 28 年 8 月北海道豪雨のように、この期間の初期の降雨

量がゼロであった場合には、平均雨量を示す水色線は横軸の途中から始まる。 
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（１）漁業 

気候変動による日本周辺漁場へのサンマの来遊量の変化を、日本周辺域の主要漁場におけるサンマの適水

温範囲の比率（％）をもとに温暖化レベル別（RCP2.6 と RCP8.5）に予測した。一例として図４には、9月の

道東海域におけるサンマの適水温帯の面積比率の変化（来遊量の指標値）を示した。1991～2005 年は 30～

60%程度の面積比率となる頻度が高い（25～75％範囲）と推定された。その後、温暖化レベルの低い RCP2.6

では適水温帯の面積比率が低下したものの、2090 年代まで概ね 10～50％程度であった。一方、温暖化レベ

ルの高い RCP8.5では、2030年代は RCP2.6と同様に面積比率が 10～50％程度であったものの、2090年代に

はサンマの適水温帯の面積比率が 20%を上回る頻度は 25％を下回った。つまり、わが国周辺海域におけるサ

ンマの適水温帯の面積比率は、RCP2.6では 2030年まで低下し、その後は横ばいになるのに対し、RCP8.5で

は 2090 年代まで低下するためより影響が深刻である、と予想された。 

 

（２）養殖 

高解像度海洋予測データ JP02（補正値）を用いてノリの主要 5 産地における養殖期間（特に養殖開始可

能日）の変化を予測した。我が国最大のノリの産地である有明海においては、現状においても水温が 23℃

以下になる予測日が 10 月 3 日となったことから、10 月前半に養殖を開始するには水温によって制限され

る。ただし、現状では 10月前半には水温が 24℃を下回っており、高温耐性品種を用いることで、10月前半

においては養殖開始日を制限されないと判断した。しかし有明海では、2050 年には温暖化レベルの高低両

シナリオにおいても水温が 23℃を下回る日が 10 月後半となり、現行品種では 10 月の前半には養殖の開始

が困難になると予測された。また水温が 24℃を下回る日も 10月前半と予測され、高温耐性品種においても

10月前半には養殖の開始が水温により制限されると考えられた。 

一方、他の産地においては、温暖化レベルの低い RCP2.6 では、有明海を除き高温耐性品種を導入するこ

とで現在と同じスケジュールで養殖が可能と予測された。しかし温暖化レベルの高い RCP8.5 では、三河湾

と播磨灘においては、高温耐性品種を導入しても 2050 年には養殖開始時期が制限され、2090 年には 10 月

前半において養殖開始が困難となる。そのため 2050 年以降の適応策として、更なる高温耐性品種の開発が

必要である。つまり、今後の各地におけるノリの気候変動による影響を予想することが可能になり、産地に

応じて適応策としての高温耐性品種の開発スケジュール（政策目標）が策定可能になることが期待される。 

 

（３）社会経済シナリオ導入の試行 

SSP5-RCP8.5および SSP1-RCP2.6に相当する気候・海洋シナリオおよび社会経済シナリオを用い、就業率

や消費量、漁獲量力に関して拡張を行った結果、SSP5-RCP8.5 シナリオでは 2015 年以降の供給／需要比は

ほぼ一定であったものの、気候変動によってサンマの来遊資源量が低下し、国内需要に対する供給が困難に

なると予想された。一方、SSP1-RCP2.6 シナリオでは、2015年以降の供給／需要比が低下したものの、気候

   
図４ 9月の道東海域におけるサンマの適水温帯の面積比率の変化予測結果。JAMSTEC海洋予測データセッ

トの５つのモデル出力について、（左）は RCP2.6および（右）は RCP8.5ごとに取りまとめ、海洋モデル予

測の不確実性をパーセンタイルで示したもの。 
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変動によるサンマの日本の 200カイリ内の来遊資源量は 2015年以降、ほぼ一定で推移すると予測された。 
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